
　　　　　　　　　　　　主　　　　　文

　　　　　　　大阪地方裁判所が本件につき作成した判決書のうち被告

　　　　　　　人を懲役１年６月に処すると記載した部分を破棄する。

　　　　　　　第１審判決中その余の部分，第２審判決及び上告審決定

　　　　　　　に対する本件非常上告の申立てを棄却する。

　　　　　　　　　　　　理　　　　　由

　記録によれば，第１審の大阪地方裁判所は，平成１６年７月２０日，上記の恐喝

未遂被告事件につき，被告人を懲役１年２月に処する旨の判決を宣告したが，その

判決書の主文には，被告人を懲役１年６月に処する旨が記載されていたこと，この

判決に対して被告人から控訴が申し立てられ，同年１０月２０日，大阪高等裁判所

は，第１審判決の懲役１年６月の量刑が不当である旨の控訴趣意には理由がないと

して，被告人の控訴を棄却する判決をしたこと，この判決に対して被告人から上告

が申し立てられ，平成１７年１月２４日，当裁判所は，懲役１年６月の量刑が不当

である旨の上告趣意に対し，刑訴法４０５条の上告理由に当たらないとして，被告

人の上告を棄却する決定をし，同年２月８日，第１審判決が確定したことが認めら

れる。

　ところで，判決は，宣告により，宣告された内容どおりのものとして効力を生じ

，宣告された内容が判決書の内容と異なるときは，判決書の内容及び宣告された内

容の双方を含む意味での判決の全体が訴訟手続の法令違反となると解される（最高

裁昭和５０年（あ）第２４２７号同５１年１１月４日第一小法廷判決・刑集３０巻

１０号１８８７頁参照）。そして，その判決が確定したときは，宣告された内容ど

おりのものが有効に確定し，法令違反は，宣告された内容と異なる判決書の記載部

分のみにあると解すべきである。したがって，本件においては，第１審の大阪地方

裁判所が宣告した被告人を懲役１年２月に処する旨の内容が有効に確定しているか
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ら，第１審判決書のうち，被告人を懲役１年６月に処するとの記載部分を訴訟手続

の法令違反として破棄すべきである。第１審判決のその余の部分には法令違反はな

いし，また第２審判決手続及び上告審決定手続には職権調査義務違反はなく，いず

れにも法令違反があるとは認められないので，第１審判決中その余の部分に対する

非常上告申立て並びに第２審判決及び上告審決定に対する非常上告申立ては理由が

ない。

　よって，刑訴法４５８条２号，４５７条により，裁判官全員一致の意見で，主文

のとおり判決する。

　検察官井内顯策　公判出席

平成１７年１１月１日

　　　　最高裁判所第三小法廷

　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　　堀　　　籠　　　幸　　　男

　　　　　　　　　　　　 裁判官　　　　　濱　　　田　　　邦　　　夫

　　　　　　　　　　　   裁判官　　　　　上　　　田　　　豊　　　三

　　　　　　　　　　　   裁判官　　　　　藤　　　田　　　宙　　　靖

- 2 -


